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・ 本概要は、報告書本編の第Ⅱ編・第Ⅲ編の本文及び図表から抜粋して作成しています。図表番号は報告書本編と同じで

す。 

・ 本調査では、都内に本社のある中小製造業について、無作為に 10,000 企業を抽出し、アンケートを実施しました。調査対

象業種及び分類等については、報告書を参照してください。 
 

Ⅰ 東京の中小製造業の経営実態  

1 業種 

回答企業を業種区分別にみると、「紙・印刷」（19.6％）が最も高く、「材料・部品［金属］」(18.8％)、「一般・精密機

械」（14.4％）、「材料・部品［非金属］」（12.7％）、「電機・電子」（9.4％）の順で続く。 

図表Ⅱ-１-２ 業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 地域 

立地する地域は、「城東周辺」（江東区、足立区、葛飾区、江戸川区）（25.4％）が最も高く、「城東都心近接」（台東

区、墨田区、荒川区）（16.3％）、「多摩」（多摩地域の市町村）（16.1％）、「城南」（品川区、目黒区、大田区）（14.4％）

の順で続く。 

業種別にみると、衣料・身の回り品は「城東都心近接」（29.7％）が約３割である。他の業種に比べて紙・印刷は「都

心」（10.7％）、「副都心」（15.2％）、「城北」（9.7％）が高い。材料・部品[金属]は「城東周辺」（34.5％）が３割を超える。

一般・精密機械は「城南」（27.4％）が３割程度である。 

図表Ⅱ-１-３ 地域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 
東京の中小企業の現状（製造業編）【概要版】 

 

 食品･
飲料

衣料･
身の回り品

 住宅･
建物

紙･印刷
材料･部品
[非金属]

材料･部品
[金属]

一般･
精密機械

 電機･
電子

その他 無回答

　 　 n

2,590

2,527

4.5

3.1

8.8

8.9

4.6

4.8

19.6

19.9

12.7

10.3

18.8
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14.4
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9.4
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近接
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周辺

城西 城南 城北 多摩 無回答
　　　　 　n
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3 従業者規模 

従業者規模は、「１～３人」（44.9％）が最も高く、「４～９人」（28.9％）、「10～20人」（11.8％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「10～20人」（21.6％）、「21～50人」（14.7％）、「100人以上」

（6.9％）が高い。住宅・建物は「１～３人」（65.3％）が６割を超える。 

地域別にみると、都心は『21人以上』（33.3％）が３割を超える。他の地域に比べて副都心は「４～９人」（34.8％）が高

く、城東都心近接は「１～３人」（52.6％）が高い。 

 

図表Ⅱ-１-４ 従業者規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1～3人 4～9人 10～20人 21～50人 51～99人 100人以上 無回答
n
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城南

城北

多摩



 - 3 - 

4 代表者の年齢 

代表者の年齢は、「70歳以上」（32.9％）が最も高く、「50歳代」(28.6％)、「60歳代」（28.0％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「50歳未満」（12.1％）、「50歳代」(32.8％)が高く、衣料・身の回り

品は「70歳以上」（38.4％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「70歳以上」（41.2％）が４割を超える。 

地域別にみると、他の地域に比べて副都心は「50歳代」(33.7％)が高く、城北は「50歳未満」（13.4％）、「60歳代」

（31.6％）が高い。 

図表Ⅱ-１-６ 代表者の年齢 
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372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

162

187

422

657

167

372

187

417

業
種
別

従
業
者
規
模
別

9.8

13.3

12.1

8.3

8.5

9.5

11.6
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27.5

25.3

31.6

30.7
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25.9
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31.4

28.8
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34.1

33.6
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41.2

30.1
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20.4
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30.5
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0.7

0.9

0.9
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0.6
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地
域
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5 事業継続の意向 

今後の事業継続の意向は、「事業を続けたい」（48.9％）が最も高く、「わからない・まだ決めていない」（30.3％）、「廃

業の予定」（19.0％）の順である。 

業種別にみると、食品・飲料は「事業を続けたい」（60.3％）が６割を超える。他の業種に比べて住宅・建物は「廃業の

予定」（38.1％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「廃業の予定」（36.7％）が３割を超える。他の従業者規模に比べ

て100人以上と回答した企業は「事業を続けたい」(98.5％)が高い。 

代表者の年齢別にみると、50歳未満と回答した企業は「事業を続けたい」(71.8％)が７割を超える。他の代表者の年

齢に比べて50歳代と回答した企業は「わからない・まだ決めていない」（34.1％）が高い。70歳以上と回答した企業は

「廃業の予定」(27.8％)が３割程度である。 

図表Ⅱ-１-１６ 事業継続の意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

事業を続けたい
わからない・

まだ決めていない
廃業の予定 無回答

     n

2,590

2,527

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

255

740

725

852

業
種
別

従
業
者
規
模
別

48.9
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6 ３年前と比較した年間売上高の変化 

３年前と比較した年間売上高の変化は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（28.9％）が最も高く、「大幅減少（20％以上）」

（22.0％）、「やや減少（20％未満）」（21.4％）の順で続く。「大幅増加（20％以上）」、「やや増加（20％未満）」をあわせ

た『増加』(23.7％)は２割を超える。一方、「やや減少（20％未満）」、「大幅減少（20％以上）」をあわせた『減少』

（43.4％）は４割を超える。 

業種別にみると、食品・飲料は『増加』（41.3％）が４割を超える。他の業種に比べて材料・部品[金属]は「大幅減少

(20％以上)」(27.1％)が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は『減少』（52.9％）が５割を超える。従業者規模が大きくなるほど

「大幅増加(20％以上)」が高くなる傾向がみられ、100人以上と回答した企業は「大幅増加（20％以上）」（22.1％）が２

割を超える。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は『増加』（34.6％）が高い。副都心は「ほぼ横ばい（±５％未満）」

（34.8％）が３割を超える。城南は『減少』（47.6％）が５割程度である。 

年間売上高別にみると、500万円未満と回答した企業は「大幅減少（20％以上）」（49.8％）が約５割である。 

業務展開の最も大きな変化別にみると、変化はないと回答した企業は「ほぼ横ばい（±５％未満）」（30.7％）が３割を

超える。他の項目に比べて現状の業務の周辺分野へ展開と回答した企業は『増加』（40.7％）が高い。 

図表Ⅱ-２-２ ３年前と比較した年間売上高の変化 
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7 年間売上高第１位の取引先（顧客）との関係（価格） 

年間売上高第１位の取引先（顧客）との価格決定に関する関係は、「主として自企業が決める」（42.4％）が最も高く、

「交渉次第」（37.6％）、「主として取引先（顧客）が決める」（18.0％）の順である。 

業種別にみると、食品・飲料は「主として自企業が決める」（50.0％）が５割である。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて100人以上と回答した企業は「主として取引先（顧客）が決める」

（20.6％）、「交渉次第」（63.2％）が高い。 

年間売上高第１位の取引先(顧客)の属性別にみると、他の項目に比べて小売業と回答した企業は「主として自企業

が決める」（58.7％）が高く、サービス業と回答した企業は「交渉次第」（47.0％）が高い。 

年間売上高第１位の取引先(顧客)への売上依存度別にみると、売上依存度が大きくなるほど「主として取引先（顧

客）が決める」が高くなる傾向がみられ、売上依存度が80％以上と回答した企業は「主として取引先（顧客）が決める」

（29.9％）が約３割である。 

 

図表Ⅱ-２-１１ 年間売上高第１位の取引先（顧客）との関係（価格） 
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8 年間売上高第１位の取引先（顧客）との関係（納期） 

年間売上高第１位の取引先（顧客）との納期決定に関する関係は、「主として取引先（顧客）が決める」（49.1％）が最

も高く、「交渉次第」（27.6％）、「主として自企業が決める」（19.1％）の順である。 

業種別にみると、他の業種に比べて住宅・建物は「主として取引先（顧客）が決める」（55.9％）が高い。 

従業者規模別にみると、100人以上と回答した企業は「主として取引先（顧客）が決める」（60.3％）が６割を超える。 

年間売上高第１位の取引先(顧客)の属性別にみると、他の項目に比べて小売業と回答した企業は「主として自企業

が決める」（35.9％）が高く、サービス業と回答した企業は「交渉次第」（33.7％）が高い。 

年間売上高第１位の取引先(顧客)への売上依存度別にみると、売上依存度が小さくなるほど「主として自企業が決

める」が高くなる傾向がみられ、売上依存度が10％未満と回答した企業は「主として自企業が決める」（35.8％）が３割を

超える。 

図表Ⅱ-２-１２ 年間売上高第１位の取引先（顧客）との関係（納期） 
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Ⅱ 仕入とコストの現状  

1 仕入単価・原材料単価の動向 

過去１年間における仕入単価・原材料単価の動向は、「やや上昇（20％未満）」（50.7％）が最も高く、「大幅上昇

（20％以上）」（32.9％）、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（8.7％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「大幅上昇（20％以上）」（44.0％）が高い。衣料・身の回り品は「や

や上昇（20％未満）」（56.3％）が高い。材料・部品[非金属]は「やや低下（20％未満）」（2.1％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「やや上昇（20％未満）」が高くなる傾向がみられ、100 人以上

と回答した企業は「やや上昇（20％未満）」（69.1％）が約７割である。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「大幅上昇（20％以

上）」（36.7％）が３割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「やや上昇（20％未満）」（55.2％）が５割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「大幅上昇（20％以上）」

（37.3％）が４割程度である。 

図表Ⅲ-１-１ 仕入単価・原材料単価の動向 
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2 人件費単価の動向 

過去１年間における人件費単価の動向は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（43.2％）が最も高く、「やや上昇（20％未

満）」（34.6％）、「一概には言えない」（7.0％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「大幅上昇（20％以上）」（8.6％）、「やや上昇（20％未満）」

（53.4％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「ほぼ横ばい（±５％未満）」（48.7％）が５割程度である。他の従

業者規模に比べて 100 人以上と回答した企業は「大幅上昇（20％以上）」（7.4％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「やや上昇（20％未

満）」（55.9％）が５割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「大幅上昇（20％以上）」（5.2％）、「やや上昇（20％

未満）」（43.2％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「やや上昇（20％未満）」

（44.3％）が４割を超える。 

図表Ⅲ-１-２ 人件費単価の動向 
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3 従業員の過不足状況 

従業員の過不足状況は、「適正」（51.3％）が最も高く、「やや不足」（25.0％）、「不足」（8.3％）の順で続く。 

業種別にみると、住宅・建物は「適正」（57.6％）が６割程度である。他の業種に比べて一般・精密機械は「不足」

（12.6％）が高く、電機・電子は「やや不足」（33.2％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「適正」（62.3％）が６割を超える。従業者規模が大きくなるほど

「やや不足」が高くなる傾向がみられ、100 人以上と回答した企業は「やや不足」」（51.5％）が５割を超える。 

年間売上高増減別(３年前)にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「やや不足」（37.1％）が４

割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「適正」（54.7％）、「やや過剰」（5.4％）、「過剰」

（0.7％）が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「不足」（10.3％）、「やや

不足」（35.3％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 

図表Ⅲ-２-６ 従業員の過不足状況 
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4 人手不足による具体的な影響 

人手不足による具体的な影響（複数回答）は、「需要増への対応が困難」（49.9％）が最も高く、「技術やノウハウの承

継が困難」（32.7％）、「賃金引上げに伴う人件費の増加」（26.5％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「従業員の時間外労働の増加・有給取得率の低下」（24.4％）、

「採用コストの増加」（31.1％）、「賃金引上げに伴う人件費の増加」（40.0％）、「従業員の意欲低下」（15.6％）、「労働

条件悪化による従業員の離職の増加」（20.0％）が高い。電機・電子は「技術やノウハウの承継が困難」（43.6％）が４割

を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「事業の維持が困難」（28.9％）が高い。

100 人以上と回答した企業は「技術やノウハウの承継が困難」（48.8％）が５割程度である。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「需要増への対応が困

難」（57.6％）が６割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「需要増への対応が困難」（52.1％）、「技術やノウハウ

の承継が困難」（34.8％）、「製品の質の低下」（12.6％）、「従業員の時間外労働の増加・有給取得率の低下」

（16.0％）、「労働条件悪化による従業員の離職の増加」（6.7％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「賃金引上げに伴う人件

費の増加」（29.8％）が約３割である。 

図表Ⅲ-２-７ 人手不足による具体的な影響 
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  ｎ

49.9 19.5 8.7 32.7 12.4 15.5 18.5 26.5 10.8 6.5 2.3 7.1 1.6 863

 食品・飲料 37.8 13.3 11.1 26.7 8.9 24.4 31.1 40.0 15.6 20.0 2.2 4.4 4.4 45

 衣料・身の回り品 56.9 24.6 9.2 36.9 18.5 10.8 7.7 26.2 12.3 7.7 4.6 4.6 0.0 65

 住宅・建物 46.9 25.0 6.3 34.4 18.8 9.4 21.9 25.0 12.5 3.1 0.0 6.3 0.0 32

 紙・印刷 46.2 19.3 6.9 22.8 15.2 18.6 17.2 31.0 11.0 8.3 2.8 6.2 3.4 145

 材料・部品［非金属］ 48.8 16.5 6.6 28.9 10.7 19.8 21.5 28.1 14.0 7.4 1.7 5.8 0.0 121

 材料・部品［金属］ 45.5 23.8 7.0 34.3 13.3 9.1 15.4 22.4 7.0 6.3 1.4 10.5 2.1 143

 一般・精密機械 59.0 18.1 12.5 37.5 9.0 16.7 22.9 22.2 9.7 1.4 0.7 6.3 1.4 144

 電機・電子 57.4 15.8 10.9 43.6 11.9 15.8 16.8 25.7 6.9 2.0 4.0 3.0 2.0 101

 その他 39.3 19.7 6.6 27.9 6.6 13.1 13.1 23.0 11.5 6.6 4.9 18.0 0.0 61

 1～3人 44.3 28.9 4.6 27.3 10.3 8.2 12.4 19.6 7.7 3.1 1.5 10.3 1.5 194

 4～9人 52.3 20.5 9.4 28.9 10.7 10.7 15.8 27.5 7.4 3.7 2.7 5.7 2.3 298

 10～20人 52.9 13.1 9.8 36.6 17.6 19.6 17.6 30.7 13.7 5.9 3.9 7.2 0.7 153

 21～50人 52.1 10.3 6.8 36.8 12.0 17.1 25.6 29.1 11.1 6.8 0.9 8.5 1.7 117

 51～99人 52.2 17.4 15.2 39.1 19.6 32.6 37.0 23.9 15.2 21.7 2.2 0.0 2.2 46

 100人以上 46.5 23.3 18.6 48.8 11.6 41.9 25.6 32.6 30.2 27.9 0.0 2.3 0.0 43

 増加 57.6 12.7 10.2 34.6 13.1 19.1 19.4 26.5 11.0 8.5 2.5 4.6 1.8 283

 横ばい 47.2 19.4 6.7 32.5 9.5 17.9 15.1 24.2 9.5 5.6 2.0 8.3 1.6 252

 減少 44.2 26.7 8.2 31.2 14.0 11.0 21.6 30.1 12.0 6.2 2.7 7.9 1.7 292

 黒字(プラス) 52.1 17.9 8.5 34.8 12.6 16.0 17.4 24.8 10.6 6.7 1.8 6.6 1.8 564

 赤字(マイナス) 47.9 22.2 9.6 28.0 11.5 15.7 21.5 29.5 10.7 5.4 3.1 8.0 0.4 261

 増益 52.9 15.0 8.4 33.6 10.2 18.6 19.3 27.7 10.2 8.0 1.8 5.8 2.6 274

 横ばい 53.6 19.5 8.6 34.1 13.5 14.2 16.5 22.8 8.6 6.0 1.9 7.9 0.4 267

 減益 45.2 24.3 8.6 30.8 13.4 14.7 20.2 29.8 13.0 5.5 2.7 7.5 1.7 292

 今回調査（全体）

業

種

別

従

業

者

規

模

別

0

10

20

30

40

50

60
（複数回答：％）

年
間
売
上

高
増
減
別

（
３
年
前
）

経
常
損
益

の
変
化
別

（
３
年
前
）

売
上
高

経
常
利

益
率
別



 - 12 - 

5 人事・給与等や業務に関する現在までの取組 

人事・給与等や業務に関する現在までの取組（複数回答）は、「正規従業員の賃金引上げ」（42.2％）が最も高く、

「労働時間の縮減・休暇の拡充」（26.8％）、「定年延長や再雇用による雇用継続」（22.9％）の順で続く。なお、「特にな

し」（30.5％）は３割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて電機・電子は「正規従業員の賃金引上げ」（57.8％）、「福利厚生の充実」

（14.8％）、「正規従業員の採用」（29.9％）、「定年延長や再雇用による雇用継続」（34.8％）、「非正規従業員の正規

従業員化」（7.8％）、「業務の効率化（機械化、ＩＴ・ＡＩ活用等を含む）」（20.1％）が高い。 

従業者規模別にみると、100 人以上と回答した企業は「非正規従業員の賃金引上げ」（54.4％）が５割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「正規従業員の賃金引上

げ」（66.6％）が６割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「正規従業員の賃金引上げ」（28.7％）が３割程度

である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「正規従業員の賃金引上

げ」（58.5％）が６割程度である。 

図表Ⅲ-２-８ 人事・給与等や業務に関する現在までの取組 
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  ｎ

42.2 18.5 26.8 12.0 16.6 7.1 22.9 3.8 4.4 4.6 11.4 6.9 6.3 0.8 30.5 7.7 2,590

 食品・飲料 50.0 40.5 35.3 12.1 21.6 16.4 23.3 6.9 7.8 12.9 12.9 12.9 7.8 0.0 16.4 7.8 116

 衣料・身の回り品 31.9 17.5 23.1 8.3 8.7 4.8 13.5 2.2 2.2 4.4 8.3 4.8 7.0 0.9 36.7 9.6 229

 住宅・建物 30.5 5.9 21.2 18.6 14.4 3.4 11.0 0.8 0.0 2.5 6.8 5.9 6.8 0.0 41.5 9.3 118

 紙・印刷 36.3 15.2 27.6 10.1 10.3 6.7 20.1 3.0 4.7 2.4 10.8 9.3 9.1 1.4 31.6 7.5 507

 材料・部品［非金属］ 49.7 22.0 25.0 10.4 18.3 8.2 29.0 5.8 4.6 4.3 9.5 6.1 4.0 0.6 25.9 5.8 328

 材料・部品［金属］ 36.8 13.6 23.4 11.3 14.0 4.9 19.3 2.3 3.9 3.3 10.5 4.1 4.7 0.8 36.1 10.3 487

 一般・精密機械 46.0 20.2 31.2 14.2 22.0 5.9 29.6 3.0 4.8 7.3 12.1 6.7 8.3 0.8 27.7 7.5 372

 電機・電子 57.8 25.4 32.4 14.8 29.9 12.7 34.8 7.8 7.4 4.5 20.1 9.8 4.5 0.4 23.4 3.3 244

 その他 45.6 16.7 21.1 12.2 16.7 5.0 17.2 3.9 2.8 4.4 11.1 4.4 2.2 0.6 30.6 7.2 180

 1～3人 13.3 4.4 10.2 4.6 1.5 1.4 4.3 0.2 0.0 0.3 3.6 3.7 6.2 0.9 54.9 13.1 1,162

 4～9人 54.0 20.5 35.2 14.6 14.8 5.5 22.2 1.5 2.8 4.0 9.4 6.4 7.6 0.9 16.2 4.3 748

 10～20人 74.8 34.6 47.4 18.3 32.7 13.4 49.7 2.9 9.5 7.8 20.3 12.1 4.9 0.3 5.2 2.3 306

 21～50人 81.1 44.9 49.0 23.0 51.5 18.4 60.2 13.3 12.8 16.3 26.0 12.8 4.6 0.0 2.0 1.0 196

 51～99人 93.4 46.1 46.1 27.6 61.8 25.0 60.5 31.6 26.3 17.1 42.1 17.1 5.3 0.0 0.0 2.6 76

 100人以上 91.2 54.4 39.7 30.9 69.1 41.2 77.9 36.8 25.0 20.6 48.5 19.1 1.5 1.5 0.0 0.0 68

 増加 66.6 31.3 39.1 20.4 29.6 13.7 32.4 8.6 7.8 8.8 20.5 11.9 2.9 0.8 16.1 4.2 614

 横ばい 42.0 18.4 25.8 11.2 15.4 6.0 23.8 2.3 2.8 4.0 11.2 6.6 5.1 0.4 30.1 6.7 748

 減少 30.1 11.8 20.9 8.2 10.1 4.2 17.2 2.1 3.7 2.8 6.9 4.4 9.3 1.1 37.7 9.9 1,124

 黒字(プラス) 52.4 22.7 30.6 14.6 22.0 9.1 27.7 5.4 5.3 5.9 14.2 8.1 5.2 0.7 24.6 6.4 1,461

 赤字(マイナス) 28.7 13.4 21.8 8.8 9.0 4.5 17.2 1.6 3.3 2.6 7.6 5.7 7.9 0.8 38.4 8.3 988

 増益 58.5 28.3 32.2 16.8 24.7 10.8 31.3 5.3 5.8 6.0 16.2 11.7 4.2 0.0 22.0 4.5 600

 横ばい 40.2 16.7 25.6 11.0 14.5 6.5 21.2 3.5 3.7 4.4 10.7 5.5 6.5 1.4 31.6 8.2 866

 減益 35.7 14.7 25.2 10.5 13.7 5.7 20.6 3.4 4.4 4.2 9.8 5.7 7.6 0.7 33.8 8.5 1,013
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Ⅲ 海外展開の現状と方向性  

1 年間売上高に占める輸出額の割合 

年間売上高に占める輸出額の割合は、「５％未満」（45.9％）が最も高く、「５～10％未満」（16.3％）、「10～20％未

満」（13.3％）の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は「５％未満」（66.7％）が６割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「５～10％未満」（22.6％）が高い。100

人以上と回答した企業は「５％未満」（56.1％）が５割を超える。 

代表者の年齢別にみると、50 歳未満と回答した企業は『10％以上』（43.1％）が４割を超える。他の代表者の年齢に

比べて 60 歳代と回答した企業は『10％未満』（70.0％）が高い。 

 

図表Ⅲ-３-２ 年間売上高に占める輸出額の割合 
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